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2040年に向けた高等教育のグランドデザイン（H30.11.26 中教審答申） 

「教育と研究を両輪とする高等教育の在り方」の関連部分（抜粋） 

 

 

はじめに 

 ○ 高等教育における教育は、その前段階の教育機関と、修了後に人材が活躍する

社会の間に位置付けられている。特に大学は、教育と研究を一体不可分のものと

して人材育成と研究活動を行っており、自由な研究の遂行を通じて社会に大きく

貢献している。 

 

 

Ⅰ．2040年の展望と高等教育が目指すべき姿 

３．2040年を見据えた高等教育と社会の関係 

（大学をはじめとした高等教育と社会の関係） 

○ 「学問の自由（Academic Freedom）」及び「大学の自治」とは、大学における

学問の研究とその結果の発表及び教授が自由かつ民主的に行われることを保障す

るため、教育研究に関する大学の自主性を尊重する制度と慣行であり、国際的に

も高等教育の根幹を支える概念となっている。つまり、憲法で保障されている

「学問の自由」は大学と教員・研究者に蓄積された知識に基づいた研究と、その

結果の発表と教授の自由であり、「大学の自治」は、これらの自由を保障するた

めのものである。教育研究の自由が保障されていることが、新しい「知」を生み

出し、国力の源泉となる根幹を支えていることを再確認しておく必要がある。実

際、我が国の研究論文の約７割を大学が占めており、また、例えばノーベル賞等

の世界的な研究に関する賞の受賞者は大学の研究者が圧倒的な割合を占めてい

る。これらは、学生と教員を擁している大学が、自由な発想をその源泉とし、教

育研究を一体不可分のものとして人材育成と研究活動を行っているという仕組み

に負うところが大きい。 

 

○ その上で、高等教育は、我が国のみならず世界が抱える課題に教育と研究を通

じて真摯に向き合い、新たな社会・経済システム等の提案をしていくこと、その

成果を社会に還元することを通じて、社会からの評価と支援を得るという好循環

を形成することにより、「知識の共通基盤」から更に進んで「知と人材の集積拠

点」としての機能を継続的に発展させていくことが重要である。その際、知識集

約型社会への転換によって、知や情報が経済的な価値の源泉となることで、知の

拠点である大学そのものが産業を支える基盤になることが期待される。 
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○ そのためにも、高等教育システムそのもの、そして、高等教育機関の「建学の

精神」や「ミッション」は時代の変化の中で、変わるべきものと変わらないもの

があることを高等教育機関とその構成員が改めて意識し、高等教育機関自らが、

「建学の精神」や「ミッション」、教育研究についての説明責任を果たしていく

こと、さらにはその「強み」と「特色」を社会に分かりやすく発信していくこと

が重要である。 

 

（研究力の強化と社会との関係） 

○ 多様で卓越した新しい「知」は、未知のものへ挑戦する全ての学術研究の中で

生み出され、第５期科学技術基本計画等で目指しているイノベーションの創出や

科学技術の発展に大きく資するものであり、学術研究の成果を社会的・経済的価

値の創造に結び付け、社会からのニーズに応えていくことは高等教育の役割の一

つである。他方、新興国が成長し先進諸国間でも国際競争が激しくなる中で、論

文数や論文の引用状況から見た日本の地位は相対的に低下傾向にあり、日本の存

在感が薄れてきている。大学の研究力を引き上げるとともに、先端的な研究を推

進することにより、イノベーションを創出していくことが重要である。 

 

○ また、高等教育機関における学術研究は、専門化・細分化された分野の中だけ

で収まらない学際的・学融合的な研究が進められるようになっている。知識や技

術の全てを個人や一つの組織で生み出すことが困難な時代になっており、新たな

知識や価値の創出に多様な専門性を持つ人材が結集し、チームとして活動するこ

との重要性がますます高まっている。学術研究の成果もまた、社会に還元するこ

とを通じて、社会からの評価と支援を得るという好循環を形成していくことが必

要である。 

 

○ なお、一概に研究といっても、その成果は多方面にわたる。科学技術との関連

や、政策形成への貢献といった直接的な関係性の強いものだけではなく、例え

ば、社会発展や世界平和への貢献の基礎となる知見の集積や、個人の生活や内省

につながる知的探求等は、本来、大学が担うべき重要な社会的な機能である。 

 

 

Ⅳ．18歳人口の減少を踏まえた高等教育機関の規模や地域配置 

 １．高等教育機関への進学者数とそれを踏まえた規模 

（大学院の規模） 

○ 今後、我が国に求められる社会を牽引する高度な人材の育成に大学院が果たす

役割の重要性がますます高まることは明らかであり、諸外国と比べて遜色ない水
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準で2040 年の社会を牽引する高度人材が活躍していかなければ、我が国の国際競

争力にも大いに問題が生じる可能性がある。現状では、諸外国と比較すると、我

が国の修士、博士学位取得者の割合は２分の１から３分の１程度と低い水準にあ

る。 

 

○ まずは早急に、大学院教育の体質の改善とも言えるような取組を進めていくこ

とで、大学院が2040 年の社会で求められる需要に質的にも量的にも応えられる好

循環を生み出していくべきである。具体的には、大学院の専攻ごとの入学定員の

充足状況などの現状に鑑みると、直ちに大学院の規模を拡大するというより、そ

の前に、例えば、産業界や国際社会も含めた幅広い社会のニーズや学修者の個々

のニーズにより一層対応して、各大学院が、学生の修了後の進路を確保し、高度

な専門的知識のみならず普遍的なスキル・リテラシー等も身に付けた高度な人材

を育成することができるよう、明確な人材養成目的に基づく学位プログラムとし

ての大学院教育の確立に向けて、分野横断的なコースワークや海外大学とのジョ

イント・ディグリー、ダブル・ディグリーの充実などに取り組むべきである。 

 

 

Ⅴ．各高等教育機関の役割等 

２．大学院における特有の検討課題 

○ 大学院は、「創造性豊かな優れた研究・開発能力を持つ研究者等の養成」、

「高度な専門的知識・能力を持つ高度専門職業人の養成」、「確かな教育能力と

研究能力を兼ね備えた大学教員の養成」及び「知識基盤社会を多様に支える高度

で知的な素養のある人材の養成」という四つの人材養成機能を担っている。高等

教育の中でもとりわけ大学院は知識集約型社会における知の生産、価値創造を先

導する高度な人材を育成する役割を中心的に担うことが期待される存在である。 

 

○ 一方で、現状においては、各大学院が自らの「強み」や「特色」を踏まえて四

つの機能を各々選択し、比重を置いた上で、教育研究を展開しているとは必ずし

も言えないという指摘がある。特に、博士課程（後期）については、大学院のカ

リキュラムと企業をはじめとする社会のニーズとの間にギャップが生じていると

の指摘もある。 

 

○ 大学院において、こうした現状を改善し、2040 年に向けた高等教育の課題と方

向性に照らした転換を図るためには、各大学院が四つの人材養成機能を踏まえつ

つ、人材養成目的を明確に意識し、「卒業認定・学位授与の方針」から順次「教

育課程編成・実施の方針」、「入学者受入れの方針」を明確に設定すること、三
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つの方針に照らして、コースワークと研究指導を適切に組み合わせて行うことが

前提として必要となる。また、各大学は、改めて、質の向上を図るために、 

・三つの方針に位置付けられた専攻の性格や進路の確保の状況に応じて最適な定

員の設定や社会のニーズへより一層対応する観点から教育組織（課程）や教育

研究体制、入試や学位授与の在り方の再点検を行い、必要な場合は見直しを図

ること、 

・人材養成目的と課程（「修士課程」「博士課程（区分制・一貫制）」「専門職

大学院の課程」）との関係性についても、再点検を行うこと 

が必要である。 

 

○ これらに加え、大学院は、個々の教員のレベルを越えた組織として、学生の進

路や就職などに対する意識が十分とは言えないという指摘があることから、各大

学は、学生の進路に対して責任を負うという観点からも、各専攻で養成する人材

の需要について調査・把握するとともに、修了者の状況を追跡しその状況を踏ま

えた上で人材育成を進めていく必要がある。 

 

○ このため、国は、今後、三つの方針を出発点として、大学院の教育研究の充実

を図るために、その策定と公表を法令上義務付けるべきである。その際には、

「Ⅱ．教育研究体制」で触れられた学部、研究科等の枠を越えた学位プログラム

や、大学間の連携の仕組み等を、大学院においてどのように実現すべきかという

点についても、併せて検討を進めることが重要である。 

 

○ さらに、大学院におけるリカレント教育の在り方についても、大学院が、高度

な専門的知識・能力を持つ高度専門職業人を養成する役割を有していることか

ら、真剣に向き合う必要があり、高等教育全体のリカレント教育の在り方との関

係を十分踏まえつつ、引き続き検討を進めていくことが必要である。 

 

○ 一方、大学院固有の課題として、かつてならば博士課程（後期）に進学してい

たような優秀な日本人学生が進学しないケースも増加し、将来において国際競争

力の地盤沈下をもたらしかねない状況が生じているという課題が挙げられる。 

 

○ こうした課題に対応するために、これまでもキャリアパスの多様化や経済的支

援に取り組んできたが、今後各大学は、各大学院の教育内容の見直しを図るとと

もに、 

・企業との人材獲得競争という意識を持って組織的・戦略的に学生に対する情報

発信や優秀な学生の獲得（多様かつ具体的なロールモデルの提供等） 
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・博士課程・博士号取得者と企業との間のミスマッチを解消するため、企業と大

学との相互理解が進むような取組（企業等と協働したカリキュラムの作成、共

同研究、長期的なインターンシップ等） 

・民間の取組も活用した、博士人材のキャリア構築に係る各大学における組織的

な支援（民間の就職支援企業の活用や専門的なメンターの配置等） 

を進める必要があり、国は、これらの取組を支援するとともに、新たに 

・文部科学省の経済的支援に関する施策（授業料減免、奨学金、日本学術振興会

の特別研究員等）について、学生の進学の意思決定のタイミングを踏まえた制

度の見直し 

・各大学におけるファイナンシャル・プラン（大学院在学を通じて必要な学生納

付金等や就学上の支援等に対する見通し）の提示に努めることについて法令上

位置付けることの検討 

・企業における博士号取得者の活用・処遇の改善の促進（諸外国における博士号

取得者や能力に見合った処遇についての情報収集、優れた取組を行っている企

業等の取組の発掘と顕彰等） 

に着手することが必要である。 

 

○ また、国は、これまでの政策により蓄積された人材や研究の強みを活かし、引

き続き「卓越大学院プログラム」を通じて、各大学の優れた取組を支援するべき

であり、個別プログラムの取組に終始させることなく、我が国全体の大学院改

革、すなわち大学院システム全体の見直しや各大学院における教育改革の加速化

につなげていくことが求められる。 

 

○ なお、これまで大学院では、教員が自らの後継者を育成するという意識が強

く、大学院学生が個々の研究室の研究の実質的な担い手となっていた。こうした

状況は、体系的な大学院教育への改善が進展する中で、変化しつつあるものと考

えられるが、研究活動の基礎となる研究室等における研究支援体制の確立（研究

活動の担い手の確保）については、こうした変化を踏まえて、今後総合的な検討

が進められる必要がある。 

 

 


